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○ 山梨大学学則 
制定 平成１６年 ４月 １日 

改正 平成１７年１２月 １日 

平成１９年 ４月 １日 

平成２０年 １月２３日 

平成２０年 ３月１９日 

平成２１年 ２月２５日 

平成２１年１２月２４日 

平成２２年 ７月２１日 

平成２３年１１月３０日 

平成２５年 ７月３１日 

平成２６年１１月２８日 

平成２６年１２月２４日 

平成２７年 ２月２５日 

平成２７年１１月２６日 

平成２８年 ５月３１日 

平成２９年 ７月３１日 

平成３０年 １月３０日 

平成３１年 １月２９日 

令和 ２年 １月２８日 

令和 ３年 ３月３０日 

令和 ３年 ４月２７日 

 

第１節 総則 

（目的及び使命） 

第１条 山梨大学（以下「本学」という。）は、学術文化を担う開かれた教育研究機関として、

それぞれの専門領域での教育研究を推進するとともに、広く諸学の融合による学際領域を

創造することを目的とし、豊かな教養と専門知識・技術を備え、倫理性、独創性に富み、

自主独立の精神を尊ぶ人材を育成することを使命とする。教育と研究はそのいずれかに偏

ることなく、大学全体として相互の調和を図る。 

本学は地域社会との連携によって地域の知の中核となり、その知の集積を地域をこえて

世界に発信し、国際社会に貢献する。 

 

（学部等） 

第２条 本学に、次の学部及び課程・学科を置く。 

教育学部    学校教育課程 

医学部     医学科 

看護学科 

工学部     機械工学科 

メカトロニクス工学科 

電気電子工学科 

コンピュータ理工学科 

土木環境工学科 

応用化学科 

先端材料理工学科 

  生命環境学部  生命工学科 

          地域食物科学科 

          環境科学科 

          地域社会システム学科 
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２ 前項の各学部に置く課程・学科の入学定員、編入学定員及び収容定員は、別表第１のと

おりとする。 

３ 大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第２条の規定に基づく、第１項の各学部、

各課程、各学科ごとの人材養成上の目的、及び教育目標は、別表第２のとおりとする。 

４ 学部に置く学科目等については、別に定める。 

５ 本条に定めるもののほか、学部に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第２節 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第３条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第４条 学年を次の２学期に分ける。 

  前期  ４月１日から９月３０日まで 

 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第５条 学年中の定期休業日は、次のとおりとする。 

 (1) 日曜日 

 (2) 土曜日 

 (3) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

 (4) 開学記念日（１０月１日） 

２ 春季休業、夏季休業及び冬季休業については、別に定める。 

３ 臨時の休業日については、その都度定める。 

 

第３節 入学 

（入学の時期） 

第６条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、後期の始めに入学させることができる。 

 

（入学資格） 

第７条 本学に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれ

に相当する学校教育を修了した者を含む。） 

(3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部

科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施

設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める

日以後に終了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規

定による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

(8) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、１８歳に達したもの 

 

（入学出願の手続） 

第８条 入学志願者は、所定の手続により、願い出なければならない。 
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（入学者の選考） 

第９条 入学志願者については、選考の上、当該学部教授会の意見を聴いて、学長が合格者

を決定する。 

２ 入学者の選考に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（入学手続及び入学許可） 

第１０条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、入学誓約書その他指定の書類を

提出するとともに、入学料を納入しなければならない。ただし、入学料の免除及び徴収猶

予を願い出た者の入学料の納入については、この限りでない。 

２ 学長は、前項の入学手続を終えた者に対し、入学を許可する。 

 

（再入学） 

第１１条 本学を退学し、又は本学から除籍された者が再入学を願い出たときは、選考の上、

入学を許可することがある。ただし、懲戒による退学者の再入学は認めない。 

 

（転入学） 

第１２条 他の大学から、本学へ転入学を志願する者については、選考の上、入学を許可す

ることがある。 

２ 前項の規定により、転入学を志願する者は、現に在籍する大学の学長又は学部長の許可

証を提出しなければならない。 

 

（編入学） 

第１３条 本学に編入学を志願する者（次条に規定する者を除く。）については、選考の上、

入学を許可することがある。 

２ 編入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学卒業者 

(2) 短期大学卒業者 

(3) 大学に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

(4) 高等専門学校卒業者 

(5) 高等学校等の専攻科の課程（修業年限が２年以上であることその他文部科学大臣の定

める基準を満たすものに限る。）を修了した者 

(6) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める

基準を満たすものに限る。）を修了した者（第７条に規定する入学資格を有する者に限

る。） 

(7) その他本学において、これらと同等以上の学力があると認められた者 

３ 前項各号に掲げる者のほか、医学進学課程を修了した者又はこれと同等以上の学力があ

ると認められる者の編入学については、医学部が別に定める。 

 

第１４条 削除 

 

第１５条 削除 

 

（入学前の既修得単位等の取扱） 

第１６条 第１１条から前条までの規定により入学を許可された者の入学前の修得単位の取

扱い及び修学すべき年数並びに在学年限については、当該学部が定めるものとする。 

 

（転学部、転課程、転学科等） 

第１７条 本学の学生で、他の学部に転学部を志願する者がある場合は、当該教授会の意見
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を聴いて、相当年次に転学部を許可することがある。 

２ 学部の学生で、その所属する学部の課程、学科及びそれらに設置されるコース・専修か

ら、同一学部の他の課程、学科、コース・専修を志願する者については、当該学部教授会

の意見を聴いて、許可することがある。 

３ 本条に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第４節 修業年限及び在学年限 

（修業年限） 

第１８条 学部の修業年限は、４年とする。ただし、医学部医学科にあっては６年とする。 

 

（入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算） 

第１９条 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条に規定する大学入学資格を有す

る者が、第４２条に規定する科目等履修生として一定の単位を修得した後に入学する場合

において、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは、

修得した単位数等を勘案して当該学部の定める期間を修業年限に通算することができる。

ただし、その期間は、修業年限の２分の１を超えることはできない。 

 

（在学年限） 

第２０条 在学年限は、修業年限の２倍を超えることができない。 

２ 医学部医学科においては、１年次及び２年次、３年次及び４年次並びに５年次及び６年

次の各２学年における在学年数はそれぞれ４年を超えることはできない。 

３ 医学部看護学科においては、１年次及び２年次並びに３年次及び４年次の各２学年にお

ける在学年数はそれぞれ４年を超えることはできない。 

 

第５節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針） 

第２１条 教育課程は、本学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必

要な授業科目を開設して、体系的に編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、学部等の知識・技能を修得させるとともに、幅広く深い

教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養できるよう適切に配慮するものとす

る。 

 

（教育課程及び履修方法） 

第２２条 教育課程及び履修方法については、山梨大学全学共通教育科目等履修規程及び各

学部の定めるところによる。 

 

（授業の方法） 

第２３条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が別に定める授業の方法により、多様なメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 卒業に必要な所定の単位数のうち、前項に規定する授業の方法により修得する単位数は、

６０単位を超えないものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、卒業に必要な所定の単位数が１２４単位を超える場合におい

て、当該単位数のうち、第１項に規定する授業の方法により６４単位以上修得していると

きは、第２項に規定する授業の方法により修得する単位数は、６０単位を超えることがで

きるものとする。 

５ 前３項に関し必要な事項は、別に定める。 
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（１単位当たりの授業時間） 

第２４条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し

て、次の基準により単位を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各学部の定める時間

の授業をもって１単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で、各学部の定め

る時間の授業をもって１単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実

技の授業については、各学部の定める時間の授業をもって１単位とする。 

 (3) 一の授業について、講義と実習など二以上の方法の併用により行なう場合は、第１号

及び第２号の規定を考慮の上、大学が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定に関わらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これ

らの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必

要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

（他学部の授業科目の履修） 

第２５条 学生は、他の学部の授業科目を履修することができる。 

２ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第２６条 本学が教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、学

生が当該大学等において履修した授業科目について修得した単位を、６０単位を超えない

範囲で本学の授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用する。 

３ 前２項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（連携開設科目における授業科目の履修等） 

第２６条の２ 大学設置基準第１９条の２に規定する連携開設科目において修得した単位は、

３０単位を超えない範囲で本学の授業科目の履修により修得したものとみなすことができ

る。 

２ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第２７条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修について、本学の授業科目の履修と

みなし、単位を与えることができる。 

２ 前項の規定により与えることのできる単位数は、前条第１項及び第２項の規定により本

学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

３ 前２項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２８条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に次の各号のいずれ

かに該当する単位を有する場合において、その単位を本学入学後の本学の授業科目の履修

により修得したものとみなすことができる。 

(1) 大学又は短期大学（外国の大学及び短期大学を含む。）において履修した授業科目につ

いて修得した単位 

(2) 大学設置基準第３１条に規定する科目等履修生として修得した単位 

２ 本学が教育上有益と認められるときは、学生が本学入学前に行った前条第１項に規定す

る学修について、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 
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３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転入

学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第２６条第１項及

び第２項並びに前条第１項により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて６

０単位を超えないものとする。 

４ 前３項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（単位の授与） 

第２９条 一の授業科目を履修した学生に対しては、試験その他の審査（以下「試験等」と

いう。）の上、単位を与えるものとする。 

２ 試験等及び単位の認定に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第６節 教育職員免許状 

（教育職員免許の取得） 

第３０条 学生が、教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする場合は、教育職員

免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令

第２６号）に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の学部の学科又は課程において前項の所要資格を取得できる教員の免許状の種類は、

別表第３のとおりとする。 

 

第７節 留学、休学、復学、転学、退学及び除籍 

（留学） 

第３１条 学生が、第２６条第２項の規定に基づき、外国の大学又は短期大学において修学

しようとするときは、所定の手続を経て留学することができる。 

２ 前項の規定により留学した期間は、第１８条に規定する修学年限及び第２０条に規定す

る在学年限の期間に算入する。 

 

（休学） 

第３２条 学生が、病気その他特別の理由により２か月以上修学することができないときは、

所定の手続を経て、休学することができる。 

２ 病気等の理由により修学することが適当でないと認める学生に対しては、学長は、期間

を定めて休学を命ずることができる。 

 

（休学の期間） 

第３３条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合には、通算３年（医

学部医学科にあっては４年）まで休学を許可することがある。 

２ 休学した期間は、第１８条に規定する修業年限及び第２０条に規定する在学年限に算入

しない。 

 

（復学） 

第３４条 学生が休学期間中にその理由が消滅し、復学しようとするときは、所定の手続を

経て、学長に願い出、復学することができる。 

 

（転学） 

第３５条 学生が他の大学に転学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い出、

学長の許可を受けなければならない。 

 

（退学） 

第３６条 学生が退学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い出、学長の許可

を受けなければならない。 
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２ 学生が、学業成績不振により成業の見込みがないと認められたときには、所属学部教授

会の意見を聴いて、学長は退学を命ずることができる。 

 

（除籍） 

第３７条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、所定の手続を経て、学長は当該学

生を除籍する。 

(1) 第２０条の期間在学してなお所定の単位を修得しない者 

(2) 第３３条第１項の期間を超えてなお復学できない者 

(3) 入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者のうち、不許可になった者又は半額免除が

許可になった者及び徴収猶予が許可された者で、所定の期日までに入学料を納入しない

者 

(4) 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しない者 

(5) 長期間にわたり行方不明の者 

 

第８節 卒業及び学位 

（卒業及び学位） 

第３８条 第１８条に規定する期間（第１６条の規定により在学すべき年数を定められた者

については、当該年数）以上在学し、卒業要件単位を修得した者については、所属学部教

授会の意見を聴いて、学長が卒業を認定し、学士の学位を授与する。 

２ 学士の学位に附記する専攻分野の名称は、別に定める。 

 

第９節 賞罰 

（表彰） 

第３９条 学生として表彰に価する行為があった場合は、学長が表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第４０条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、所属学部

教授会の意見を聴いて、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みのないと認められる者 

(2) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は、第１８条に規定する修業年限には算入せず、第２０条に規定する在学年

限には算入する。 

 

第１０節 研究生等 

（研究生） 

第４１条 本学において特定の事項について研究することを志願する者に対しては、選考の

上、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（科目等履修生） 

第４２条 本学の学生以外の者で、本学において一又は複数の授業科目を履修することを志

願する者に対しては、選考の上、科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第４３条 他の大学又は短期大学（外国の大学及び短期大学を含む。）の学生で、本学におい
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て特定の授業科目を履修することを志願する者に対しては、当該大学又は短期大学との協

議に基づき、特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（外国人留学生） 

第４４条 外国人で、学部学生、研究生、科目等履修生又は特別聴講学生として本学に入学

を志願する者に対しては、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１１節 その他 

（検定料、入学料及び授業料） 

第４５条 本学の検定料、入学料及び授業料に関する規程は、別に定める。 

 

（寄宿舎） 

第４６条 学生は、希望により本学の寄宿舎に入舎することができる。 

２ 寄宿舎に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（公開講座） 

第４７条 本学に公開講座を設けることがある。 

２ 公開講座に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（雑則） 

第４８条 この学則の改正については、教育研究評議会において、出席した委員の過半数の

賛成を必要とする。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 山梨大学学則（昭和２８年１２月１１日制定）、山梨医科大学学則（昭和５５年３月２９

日制定）及び山梨大学学則（平成１４年１０月１日制定）は、廃止する。 

３ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第１７条の規定に基づき、山梨大学

及び山梨医科大学を卒業するために必要であった教育課程の履修を本学において行う者に

係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し必要な事項は、別に定める。 

４ 国立大学法人法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１５年法律第１１

７号）第２条の規定による廃止前の国立大学設置法（昭和２４年法律第１５０号）第３条

に基づき設置された山梨大学に設置された工学部物質・生命工学科は、平成１６年３月３

１日に同学科に在学する者が在学しなくなるまでの間存続するものとみなし、この間、同

学科の教育課程は存続するものとする。 

５ 前項の規定により存続する工学部物質・生命工学科の教育課程の履修その他当該学生の

教育に関し必要な事項は、別に定める。 

６ 附則第４項の規定により存続するものとみなす工学部物質・生命工学科の収容定員は、

別表第１にかかわらず、平成１６年度から平成１８年度までは次のとおりとする 

学部・学科 収容定員 
工学部 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

物質・生命工学科 ２７０人 １８０人 ９０人 
７ 附則第４項の規定により存続するものとみなす工学部物質・生命工学科において、教育

職員の免許状授与の所要資格を取得できる教員の免許状の種類は、別表第２にかかわらず、

次のとおりとする。 
学部・学科 教員免許状の種類及び免許教科 

工学部物質・生命工学科 高等学校教諭 一種免許状 工業 
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附 則 
 この規則は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 
 この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 
 この規則は、平成２０年１月２３日から施行する。 

附 則 
１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
２ 第２条第２項に定める医学部医学科の入学定員及び収容定員は、同項の規定にかかわら

ず、次のとおりとする。 

 
附 則 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ 第２条第２項に定める医学部医学科の入学定員及び収容定員は、同項の規定にかかわら

ず、次のとおりとする。 
学部・学科 入学定員 収 容 定 員 

医学部 
医学科 

平成 21 年度 

～平成 29 年度 
平成 

21年度 

平成 

22 年度  
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 26 年度 

～平成 29 年度 

  １２０ ６３０ ６５０ ６７０ ６９０ ７１０ ７２０ 

 
附 則 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 
２ 第２条第２項に定める医学部医学科の入学定員及び収容定員は、同項の規定にかかわら

ず、次のとおりとする。なお、平成３０年度以降の入学定員及び収容定員は、追って定め

るものとする。 
学部・学科 入学定員 収 容 定 員 

医学部 
医学科 

平成 22 年度 

～平成 29 年度 
平成 

22年度 

平成 

23 年度  
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 
平成 27 年度 

～平成 29 年度 

  １２５ ６５５ ６８０ ７０５ ７３０ ７４５ ７５０ 

   
附 則 

この規則は、平成２２年７月２１日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 
 
附 則 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 
２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている教育人間科学部国際共生社会課程

及びソフトサイエンス課程並びに工学部機械システム工学科、電気電子システム工学科、

コンピュータ・メディア工学科、土木環境工学科、応用化学科、生命工学科、循環システ

ム工学科及び当該教育課程は、施行日前に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平

成２４年４月１日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者が

在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 
３ 前項の規定により存続する教育人間科学部の各課程及び工学部の各学科の収容定員は、

第２条第２項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

学部・学科 入学定員 収 容 定 員 

医学部 
医学科 

平成 20 年度 

～平成 29 年度 
平成 

20年度 

平成 

21 年度  
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 
平成 25 年度 

～平成 29 年度 

  １１０ ６１０ ６２０ ６３０ ６４０ ６５０ ６６０ 
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（単位：人） 

４ 附則第２項の規定により存続する教育人間科学部の各課程及び工学部の各学科において、

教育職員の免許状授与の所要資格を取得できる教員の免許状の種類は、第３０条第２項の

規定にかかわらず、次のとおりとする。 

５ 生命環境学部の収容定員は、第２条第２項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

（単位：人） 

 

附 則 

この規則は、平成２５年７月３１日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

学 部 学科又は課程 
収 容 定 員 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

教育人間

科学部 

国際共生社会課程 １２０ ８０ ４０ 

ソフトサイエンス課程 １２０ ８０ ４０ 

工学部 

機械システム工学科 ２９０ ２００ １００ 

電気電子システム工学科 ２２０ １５０ ７５ 

コンピュータ・メディア工学科 ２３５ １６０ ８０ 

土木環境工学科 ２２５ １５０ ７５ 

応用化学科 １５０ １００ ５０ 

生命工学科 １０５ ７０ ３５ 

循環システム工学科 １３５ ９０ ４５ 

学 部 学科又は課程 教員免許状の種類及び免許教科又は領域 

教育人間科学部 国際共生社会

課程 共生社会コース 高等学校教諭 
一種免許状 商業 

工学部 

機械システム工学科 
電気電子システム工学科 
土木環境工学科 
応用化学科 
生命工学科 
循環システム工学科 

高等学校教諭 
一種免許状 

工業 

コンピュータ・メディア工学科 情報 

学 部 学科又は課程 
収 容 定 員 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

生命環境学部 

生命工学科 ３５ ７０ １０５ 

地域食物科学科 ３０ ６０ ９０ 

環境科学科 ３０ ６０ ９０ 

地域社会システム学科 ３５ ７０ １０５ 

合  計 １３０ ２６０ ３９０ 
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この規則は、平成２７年４月１日から施行し、第２条及び第３０条については、平成２６

年１２月２４日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に設置されている教育人間科学部学校教育課程及び

生涯学習課程は、施行日前に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平成２８年４月

１日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者が在学しなくな

るまでの間、存続するものとする。 

３ 前項の規定により存続する教育人間科学部学校教育課程及び生涯学習課程の収容定員は、

第２条第２項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

（単位：人） 

４ 生命環境学部の収容定員は、第２条第２項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

  （単位：人） 

 

附 則 
この規則は、平成２８年５月３１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項に定める医学部医学科の入学定員及び収容定員は、同項の規定にかかわら

ず、平成３０年度から平成３６年度までは、次のとおりとする。なお、平成３７年度以降

の入学定員及び収容定員は、追って定めるものとする。 

学部・学科等 
平成 

30年度 

平成 

31年度 

平成 

32年度 

平成 

33年度 

平成 

34年度 

平成 

35年度 

平成 

36年度 

平成 

37年度 

医学部 

医学科 

入学定員 １２５ １２５ １０５ １０５ １０５ １０５ １０５ ― 

収容定員 ７５０ ７５０ ７３０ ７１０ ６９０ ６７０ ６５０ ― 

 

附 則 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項に定める医学部看護学科の平成３１年度の収容定員は、同項の規定にかか

わらず、２５０人とする。 

 

学 部 課 程 
収 容 定 員 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

教育人間 

科学部 

学校教育課程 ３７５ ２５０ １２５ 

生涯学習課程 ６０ ４０ ２０ 

学 部 学 科 
収 容 定 員 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

生命環境学部 

生命工学科 １４０ 1４０ １４０ 

地域食物科学科 １２７ １３４ １４１ 

環境科学科 １２０ １２０ １２０ 

地域社会システム学科 １５３ １６６ １７９ 

合  計 ５４０ ５６０ ５８０ 
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附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項に定める医学部医学科の入学定員及び収容定員は、同項の規定にかかわら

ず、令和２年度から令和８年度までは、次のとおりとする。 

学部・学科 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

医学部 

医学科 

入学定員 １２５ １２５ １０５ １０５ １０５ １０５ １０５ 

収容定員 ７５０ ７５０ ７３０ ７１０ ６９０ ６７０ ６５０ 

 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和３年４月２７日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 
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別表第１（第２条第２項関係） 
（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 部 学科又は課程 入学定員 編入学定員 収容定員 

教育学部 
学校教育課程 １２５  ５００ 

計 １２５  ５００ 

医学部 

医学科 １０５  ６３０ 

看護学科 ６０  ２４０ 

計 １６５  ８７０ 

工学部 

機械工学科 ５５ １０ ２４０ 

メカトロニクス工学科 ５５  ２２０ 

電気電子工学科 ５５ ５ ２３０ 

コンピュータ理工学科 ５５ ５ ２３０ 

土木環境工学科 ５５  ２２０ 

応用化学科 ５５  ２２０ 

先端材料理工学科 ３５  １４０ 

計 ３６５ ２０ １,５００ 

生命環境学部 

生命工学科 ３５  １４０ 

地域食物科学科 ３７  １４８ 

環境科学科 ３０  １２０ 

地域社会システム学科 ４８  １９２ 

計 １５０  ６００ 

合 計 ８０５ ２０ ３，４７０ 
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別表第２(第２条第３項関係) 

学部 人材養成上の目的 教育目標 

教育学部 人間と文化・社会に関する

幅広い視野と教養をもち、

人間の生涯発達と学習に

ついての専門的な知識を

備え、豊かな人間生活の構

築に寄与する人材の養成 

人間の生涯発達を視野に収め、教育に対する

情熱と課題を解決する高い実践力を備え、豊

かな人間生活の構築に寄与する教育人の養

成を目指します。 

医学部 深い人間愛と広い視野を

持ち、医の倫理を身に付

け、科学的根拠に基づいた

医学的知識、技術を備え、

地域医療や国際医療に貢

献できる医療人や国際的

に活躍できる優れた研究

者の養成 

病める人の苦痛を自らの苦痛と感じること

ができ、生涯にわたって医学的知識、技術の

修得に努め、地域社会・国際社会の保健医

療・福祉に貢献する人材及び疾患の原因解明

や治療法の開発に寄与できる研究者の養成

を目指します。 

工学部 広い教養と深い専門知識

を身につけ、豊かな想像力

と優れた判断力を備えた、

将来を担う工学系技術者

の養成 

基礎的・専門的学力、論理的な表現力やコミ

ュニケーション能力を修得するとともに、工

学技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、及

び技術者が社会に負っている責任を理解し、

科学的知見と技術を総合して社会的課題を

解決する能力、すなわちエンジニアリングデ

ザイン能力を身につけ、未来世代を思いやる

ことのできる人材の養成を目指します。 

生命環境学部 自然と社会の共生科学に

基づき、広い視野と深い専

門知識を身につけ、持続可

能な地域社会の繁栄を担

う人材の養成 

生命科学・食物生産・環境科学・社会科学に

関する実践教育により、広範な知識を統合

し、問題を発見し解決する能力を身につけ、

自然と社会の共生科学の観点から持続可能

で豊かな地域社会を実現できる人材の養成

を目指します。 
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学科、課程 人材養成上の目的 教育目標 

学校教育課程 子どもの発達と教育の道

筋を学び、新しい時代の教

育文化と学校教育を担い

切り拓く人材の養成 

人間の生涯発達・生涯学習のなかで学校教育

の課題を捉え、教育文化・教科の広がりを見

通すことのできる豊かな教養を基盤に、 

❶子どもの発達と教育の過程を長期スパン

で把握するとともに、個々の内面と可能性を

深く洞察することができ、 

❷学校教育の特定の教科、あるいは幼小連

携、特別支援、学校運営といった特定の課題

に関して、得意分野を持ち、 

❸教室の内外における実践活動を計画・実行

し、その結果を評価・省察して、次の教育活

動に活かすことのできる、 

 実践的指導力の高い教育者の養成を目指

します。 

医学科 現代医療・医学を担う、優

れた臨床医・医学研究者の

養成 

幅広い知識と高度な技能の獲得とともに、人

格の涵養にも重点を置いた教育プログラム

を実施し、21世紀の医療を担う優れた医師及

び医学研究者の養成を目指します。 

看護学科 深い人間愛と広い視野を

持つ、人間性豊かな看護専

門職の養成 

社会的ニーズを的確に捉え、急速に進展する

保健・医療・福祉の動向にも目を向けつつ、

創造と実践による教育・研究を行い、質の高

い看護サービスを提供できる優れた看護専

門職と、将来指導的立場で活躍できる人材の

養成を目指します。 

機械工学科 動力エネルギー、航空宇

宙、自動車、医療・福祉な

どの先端技術とスキルを

学び、次世代の『ものづく

り』にチャレンジする技術

者の養成 

機械工学の基盤知識やものづくり技術を学

ぶ多様な科目に加え、航空宇宙、自動車、医

療・福祉、動力エネルギー、ロボット等の先

端技術を修得する教育・研究の場を提供しま

す。これにより、 

❶大学で学んだ機械工学の知識を多様なも

のづくりの場で活用でき、 

❷社会が求める課題を感知し、チームを組織

して計画的にそれを解決でき、 

❸国際的な視野で情報を収集・評価し、問題

解決のためにそれを応用できる能力を備え

た、 

次世代のものづくり技術者の養成を目指

します。 

メカトロニクス工

学科 

機械、電気、情報という複

数の学問領域を横断的に

学び、技術統合されたシス

テム(ロボットなど）を構

築できる人材の養成 

産業・民生用ロボットなどの電子機械製品で

は、センサーやモータからなる部品をソフト

ウェアで制御して高度な機能を実現してい

ます。これらの設計・開発には、機械の知識

(構造の力学的理解)、電気の知識(センサ

ー・回路の理解)、情報の知識(制御ソフトウ

ェアの理解)が不可欠です。この製品の開発

に携わる技術者、すなわち機械・電気・情報

の融合知識・技術であるメカトロニクス工学

を利用・活用できる技術者の養成を目指しま

す。 

電気電子工学科 太陽電池、電子ペ－パー、 クリーンな発電技術として注目されている
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光インターネッ卜、電気自

動車、量子コンピュータな

ど未来につながる新しい

電子材料・素子・機器をデ

ザインできる人材の養成 

太陽光発電、スマートフォンやタブレットな

どの身近なＩＴ機器に組み込まれている大

規模集積回路、インターネットのような全世

界をまたぐ高速・大容量通信システムなど、

電気電子工学が生み出す様々な最先端の材

料、素子、機器は人々の生活を便利で快適に

するだけでなく、時には未来のあり方を大き

く変える力を持っています。電子材料から情

報通信まで電気電子工学分野の幅広い知

識・技術を身につけると共に、最先端の研究

開発に挑戦する実践力を備えた技術者の養

成を目指します。 

コンピュータ理工

学科 

現代社会の中枢を支える

情報科学技術を駆使して、

未来の情報化社会の創造

に挑戦できる人材の養成 

次世代WEBサービスの設計開発や最先端マル

チメデイア処理システムの開発、情報ネット

ワークシステムの開発・運用などができる技

術者、並びに感性情報や高次知性、組込みシ

ステムなど、次世代の高度情報化社会を支え

る科学と技術を修得した技術者の養成を目

指します。 

土木環境工学科 環境と調和した社会基盤

の整備・管理、災害に強い

安全な国・地域づくり、快

適で環境に配慮したまち

づくり、生活環境の充実、

自然環境の保全など、持続

可能な社会を網羅的・意欲

的に構築できる人材の養

成 

 

技術者の知的基盤となる数学・物理学・化

学・生物学の基礎、および、土木環境工学の

幅広い素養を身につけると共に、「技術者倫

理等を含む土木環境技術者としての責務の

自覚」、「問題解析・分析能力、学習および問

題解決能力、問題把握と知識応用能力、計画

立案・管理・実行能力、目標達成能力および

各種制約条件の下で仕事を遂行する能力」、

ならびに、「論理的な表現・伝達能力」を兼

ね備えた実践的技術者の養成を目指します。 

応用化学科 低環境負荷社会を実現す

るために、化学の力で未来

を創る専門知識と問題解

決力を備え、研究・開発の

場で活躍できる人材の養

成 

応用化学は、有機・高分子機能材料・セラミ

ックス・半導体材料などの新素材や低環境負

荷材料の開発、環境計測技術、クリーンエネ

ルギー関連分野、医療・福祉分野などにおい

て重要な役割を担っています。本学科では、

学部・修士課程の一貫教育を基本とし、6 年

間で次世代の新素材、エネルギー、環境など

の分野の幅広い素養を修得すると共に、共同

研究開発能力を兼ね備え、人類の福祉と持続

的発展可能な社会の構築に貢献できる技術

者の養成を目指します。 

先端材料理工学科 さらにその先へ、よりよい

世界へ、夢の世界を力夕チ

にでき、次世代を担う幅広

い知識と能力を備えた材

料技術者・科学者の養成 

材料科学は、原子・分子レベルの操作で新材

料を創り、新たな機能を生み出すことを目的

とした、物理学・化学の融合領域です。これ

なしに希少資源の枯渇、消費エネルギーの増

大や環境破壊といった、今 私たちが直面す

る地球規模の問題を解決できません。本学科

では、物理、化学、数学の科目をバランス良

く配置し理学の要素も含めること、および、

講義と実験・演習の組み合わせで習ったこと

がすぐに体験できるようにすることで、将来

にわたって、原子、分子を操作して新規材料

を創り続け、新機能を模索していくことがで
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きる技術者・科学者の養成を目指します。 

生命工学科 最先端のバイオテクノロ

ジーで人類の未来を切り

拓く人材の養成 

生命工学は生物が持つ多様な機能を解明し、

それらの応用を目指す学問分野です。生命工

学が生み出す先端のバイオテクノロジーは、

様々な分野に大きな変革をもたらしていま

す。バイオテクノロジーによって解決すべき

課題を自らの力で見いだし、それらの課題を

高い創造性をもって解決できる能力を備え

た研究者、技術者の養成を目指します。 

地域食物科学科 食の美味しさや豊かさを

探求し、人類が直面する食

料問題の解決を目指す人

材の養成 

食物科学や農学に関する専門知識・技術を基

礎として、果樹・野菜生産や食品製造、資源・

環境などの多角的な視点から、人類が直面す

る食料問題に取り組める人材の養成を目指

します。 

「ワイン科学特別コース」 

 ブドウやワインに関する高度な専門知識

と実践的な技術力を備え、ワイン製造に熱意

を持った技術者・研究者の養成を目指しま

す。 

環境科学科 地球規模での環境問題に

向き合い、持続可能な社会

の形成に貢献できる人材

の養成 

生物資源の持続的な生産を支える土壌、水、

大気の保全や生物生産の現場と周囲の生態

系との調和を通して、自然と共生した豊かで

持続可能な社会の形成に貢献できる人材の

養成を目指します。 

地域社会システム

学科 

持続可能な社会の繁栄と

いう観点から新たな発展

モデルの確立を目指し、社

会経営に関わる理論的知

識と実践力をバランスよ

く身につけた人材の養成 

 

社会経営すなわち企業や社会のマネジメン

トに関連の深い経済学、経営学、法律学、政

治学の 4分野の基礎的知識および、実務能力

の基盤となる数理的手法と調査手法を修得

するとともに、グローバル系科目やローカル

系実習科目を用意し、国際的な視座を獲得す

ることにより、地域の持続的発展に向けて社

会を経営する能力を持つ人材の養成を目指

します。 
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別表第３（第３０条第２項関係） 

 

学 部 学科又は課程 教員免許状の種類及び免許教科又は領域 

教育学部 学校教育課程 

小学校教諭 

一種免許状 
 

中学校教諭 

一種免許状 

国語、社会、数学、理科、 

音楽、美術、保健体育、 

技術、家庭、英語 

高等学校教諭 

一種免許状 

国語、地理歴史、公民、 

数学、理科、音楽、美術、 

書道、保健体育、家庭、 

英語、工業 

特別支援学校教諭

一種免許状 

（知的障害者） 

（肢体不自由者） 

（病弱者） 

幼稚園教諭 

一種免許状 
 

工学部 

機械工学科 

メカトロニクス工学科 

電気電子工学科 

土木環境工学科 
高等学校教諭 

一種免許状 

工業 

コンピュータ理工学科 数学、情報 

応用化学科 理科 

先端材料理工学科 数学、理科 


